
 

第６節 ポストＮＰＭにおける「ガバナンスラボ」への発展可能性 

      ― ナッジの客体から選択主体への意識転換に向けて ―  

 嶋田博子（京都大学公共政策大学院 教授） 

                

１．ポストＮＰＭに至る流れ 

1980 年代以降、政府に対する不信や苛立ちから、主要国の多くで様々な行政

改革が進められた際、新たな教条の中心となったのがＮＰＭ（New Public 

Management）であった。そこでは「行政も経営も基本的に同じもの

（administration）」という英米系の発想の下、民間経営の効率性に倣った行政

運営を理想に掲げ、契約と競争原理に基づき、国民・住民の利益という結果達

成に向けたインセンティヴを行政責任者に付与する仕組み（エージェンシー

化・アウトソーシング、ＰＦＩ、政策評価等）が追求された。ここでの国民・

住民は、顧客とみなされる一方で、政府によって誘導（ナッジ）されるべき「客

体」でもあった。 

一方、1990 年代末頃からはＮＰＭの限界を指摘する議論も目立つようになり、

公共・民主制の本質に立ち返った新たな方策（ポストＮＰＭ）が模索され始め

た。ポストＮＰＭには多様性があるが、ポリットとブカールトは二方向に大別

している（Pollitt & Bouckaert 2017）。一つはＮＷＳ（Neo-Weberian State：

新ウェーバー型国家）で、民間経営とは異なる国家固有の公権力性を前提に、

法令に基づく衡平・包摂の確保を重視しつつ、人々のニーズの多様化に応じて

行政を近代化していく官僚制の役割に期待する独仏型の動きである。もう一つ

はＮＰＧ（New Public Governance：新公共統治）で、国家を特別視しないＮ

ＰＭの流れを汲みながらも、企業や政府のみならず住民はじめ多くの利害関係

者を取り込む非階層的・水平方向のネットワークを通じた行政運営を重視する。 

日本においても、これまで国・地方双方の行政改革に様々なＮＰＭ的手法が

取り入れられ、そのうち政策評価や目標管理などは既に行政に根付いてきてい

る。ただ、契約というＮＰＭの基本原理自体が効率向上の手段として広い支持

を得たとは言い難く、改革の主眼は非公務員化等を通じた人件費削減にあった

（Koike 2000、曽我 2013）。その結果、元々小規模だった政府・自治体の人的

資源は逼迫しており、行政ニーズに適切に応えるために、ＮＰＭに代わる新た

な理念の確立が他国にも増して必要な状況となっている。 

本稿では、大風呂敷との批判は承知の上で、主体的参加を通じて地域課題の

解決を目指すリビングラボを「ポストＮＰＭ理念への発展可能性」という視点

から考察してみたい。 
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２．日本における「行政」観：転換起爆剤としてのリビングラボ？ 

政府に対する日本人の意識の特徴をみる上で、電通総研・同志社大学による

世界 77 カ国調査（2021 年）は非常に興味深い。コロナ禍前の 2019 年 9 月に行

われた同調査で、「国民が安心して暮らせるよう国はもっと責任を持つべきか、

それとも個人か」という問いに対し、日本では 76.6%の回答者が「国」と答え

ており（「個人がもっと責任を持つべきだ」は 21.6%）、この数字はエジプト、

ヨルダン等に続き 77 カ国中 5 番目に高い。また、自由と安全のどちらが重要か

という問いについては、「安全」を選んだ者が 82.3%（「自由」は 13.6%）で 48

カ国中 11 番目（「自由」は 42 番目）と、安全を重視する傾向が強い41。一方、

「権威や権力がより尊重されるのは良いことか」を肯定する回答はわずか 1.9%、

77 カ国中最低である。「国民の安全確保には国が責任を持て、しかし高圧的態度

は許さない」と総括できよう。 

こうした意識は、マイケル・オークショットが 1961 年に述べた民衆統治の姿

を彷彿させる。オークショットは、代議制民主主義が「自律した個人による選

択・自己決定」という近代固有の価値観の上に成り立っていることを指摘した

上で、「大衆人」の気質・価値観はこれとは全く異質だとする。人々が実際に求

めているのは「幸福を追求する権利」などではなく「幸福を享受する権利」で

あり、それを「安全保障」、すなわち（個々人の選好実現に対する恣意的介入か

らの保護ではなく）「自己決定という重荷から解放してくれる社会的保護装置の

なかで生きる権利」とみなしている（オークショット 2013：231、佐伯 2022）。

こうした人々が求めるのは、願望どおりの状態を黙って実現してくれる政府で

あり、自律的な討議による選択とその帰結の共有とを柱とする議会制民主主義

の理念とは真っ向から対立する。 

近年の政治学の主流となってきた Principal-Agent 論は、いうまでもなく自由

な近代的経済人同士の契約を前提とする。しかし、上記の「民衆統治」の実態

にこのＰＡ論を機械的に当てはめると、人々の安全確保が実現しなければ、保

護責任者であるべき政府の逸脱や怠慢を一方的に責める風潮を煽る効果が生じ

てしまう。 

この点で、2015 年に日本とニュージーランドの市民に対して山本清がオンラ

インで行った自治体運営実態調査（山本 2022：123-125）も示唆に富む。行政

サービスとの関係で市民の自己認識を訪ねたところ、日本では「財源負担者」

との回答が最も多く（41.9%）、続いて「サービス受給者」（33.4%）、「顧客」（25.0%）、

                                                  
41 こうした国民の意識差の理由については、行政側の慣行（複数選択肢の提示の有無等）

の影響など、歴史的経緯も踏まえた考察を深める必要があろう。 

186



 

「パートナー」（15.4%）の順となる42。ＮＰＭ改革が謳われて 20 年以上が経過

した時期でも、市民は自らを「顧客」というより「費用負担者」とみなしてい

るため、「行政が万全のサービスを提供しないのは、我々の金を無駄遣いしてい

るせいだ」という譴責につながりやすい。 

しかし、選挙で多数の支持を得た要求であっても、それが実現可能かどうか

は別途検証を要する。1980 年から 30 年以上にわたり、欧米を中心とする 12 カ

国の行政改革を追跡調査してきた上記ポリットら（Pollitt & Bouckaert 2017）

は、現代を「緊縮・窮乏（austerity）の時代」と表現し、改革理念がどうあれ、

まずは資源不足や人口減少、気候変動等という制約の現実を踏まえるべきと指

摘した上で、今後の各国官僚制の共通課題として、若手主体のコンパクトな体

制への切替え等が不可避とする。一方で、官僚制改革ばかり追求するのではな

く、政治家に対し課題対応の資質があるかも問うべきとする（:185）。 

資源の制約が強まった状況下では、ぶつかり合う多様な価値・要求の間で優

先順位をつけ、「どれを断念するか」を決める作業が不可避となる。これは官僚

制の守備領域ではなく、痛みを伴う選択を国民に求める役割は政治家が担わな

ければならない。しかし、上述 77 カ国意識調査は、そうした選択の問いかけが

現在の日本では国民に容易に受け入れられないことを示している。 

身近な生活課題の解決に向けて、住民、企業、大学等が決定当事者として行

政と協働するリビングラボは、こうした現状の転換に向けた起爆剤となり得る

可能性がある。どんな課題解決であれ、そこでは制約条件を見据えて「何を断

念するか」という決断を伴うことが多い。参加住民にとっては、従来型の「行

政に物申す」住民参加を超えて、実践当事者の立場に身を置く機会となる。「自

己決定の重荷からの解放」「安全という結果だけの享受」（オークショット）と

いう思考に長年慣れてきた者であっても、主体的個人としての自らの選択責任

に気づくきっかけとなるのではないか。 

 

３．企業の変化：社会的価値創出の責務浸透 

こうした選択責任者としての意識転換の可能性を考える上で、住民と並ぶリ

ビングラボの主要アクターである企業の近年の変化も注目に値する。 

コーポレートガバナンス（企業統治）は、株主の利益最大化に向けた経営者

への監視という文脈で論じられることが多いが、実際には、株主のみならず顧

客、従業員、取引先、さらには地域社会住民などを含むあらゆる利害関係者の

利益や立場を尊重するという企業の社会的責任（ Corporate Social 

                                                  
42 ニュージーランドで最も多いのは「財源負担者」（67.6%）で日本と同じだが、「顧客」

（66.7%）が拮抗し、「サービス受給者」（56.4%）「パートナー」（26.3%）で、よりＮＰＭ

的な色彩が強い。 
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Responsibility:ＣＳＲ）と密接に結びついている。ＮＰＭの逆ベクトルで、民間

経営が行政理念に近づく動きととらえることもできよう。 

ＣＳＲが問われ始めたのは、公害や人権問題への企業の取り組み姿勢が問わ

れた 1960 年代の米国に遡るが、途上国における児童労働搾取などの問題発覚を

経て次第に体系化され、「より良い社会を作るための責任ある企業行動」に向け

た指針や基準が示されるようになった。当初は企業イメージや知名度向上に向

けたメセナなど、あくまでも営利活動の一環という色彩が強かったが、より積

極的に「公益貢献を目指すことが企業の経済的成功の道」として、共通価値の

創造（Creating Shared Value：ＣＳＶ）を掲げるマイケル・ポーターらの主張

も現れている（手塚 2017：198）。ＣＳＲの国際規格である ISO26000 やＣＳＲ

報告書作成の手引きであるＧＲＩ（Global Reporting Initiative）ガイドライン

などに沿って、自社を「社会的価値を創設する組織」と定義し、「豊かな社会の

発展への貢献」「次世代育成への貢献」「環境保全」などを正面から打ち出す企

業が多くなっている。また、役員についても独立社外取締役の増強が進み、不

正行為の防止にとどまらず、多様なステークホルダーの立場から経営に助言す

る役割も重視されている（経産省 2020）。 

ただ、日本企業の変化は、20 年以上かけて適切な企業統治に向けて試行錯誤

してきた英国などと違い、2015 年の改正会社法施行、東証プライム上場企業で

は社外取締役比率を３分の１以上にするよう要請する指針など、ソフトローを

含む制度改正という外圧の結果という面が強い。ＣＳＲ関連の投資額は未だ欧

州や米国に大きく劣後しており、今回の横浜市ヒアリングでも、「大企業では、

ＣＳＲ担当以外の部署にまで意識が広く浸透しているわけではない」との指摘

があった（資料７）。とはいえ、「営利企業は慈善団体ではない」「法やルールさ

え守れば、あとは利益を上げる責任のみ」という発言が公の場でも珍しくなか

った 2000 年代初頭を思えば、この間の価値基準の急転換は驚くばかりである。 

企業統治が変化する中、若い世代の企業に対する意識や期待はさらに速いペ

ースで変化している。50 代以上の世代には、「公益を背負う主体はあくまで行政。

特定の企業に任せると私益追求となるのでは」という警戒感が強いが、筆者の

身近にいる学生たちは、国や自治体の非効率性や縦割り体質などに厳しい見方

をしている一方、公共の担い手を広くとらえ、企業の公益貢献に強い期待をか

ける傾向がある。その結果、「短期ローテーションで様々な分野に配置される国

や地方自治体に入るより、自分が大事だと思う領域に特化して社会貢献できる

から」という理由で企業を選ぶ学生も増えている。 

企業側にとってリビングラボへの参画は、社会貢献の発信、ガバナンスへの

信頼確保のみならず、有為な人材の誘致という点でも、メリットはますます大

きくなっている。 
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４．「リビングラボ」から「ガバナンスラボ」へ 

上述のとおり、社会貢献に向けた企業の行動変化には、統治をめぐる制度改

正も大きく寄与している。一方、一般の人々にとっては、政策評価・情報公開

など「参加」「監視」の手段は増えたものの、社会的価値創出の当事者になるこ

とまでを促す直接的な制度改正は見当たらず、依然として敷居が高い。オーク

ショットが 60 年以上前に看破した通り、多くの人は、自由な主体として選択す

る重荷を背負うより、安全や娯楽（パンとサーカス）という出来合いの果実を

与えられる状態を好む。社会的問題の解決に参画することを促すには、何らか

の人為的な仕掛けを要する。 

2017 年 3 月に総務省に提出された「主権者教育の推進に関する有識者会議と

りまとめ」（座長・佐々木毅東京大学名誉教授・公益財団法人明るい選挙推進協

会会長）には以下の記述がある（抜粋）。 

〇日本は、国の内外に関わる諸問題について、様々な決定をしなければならな

い時期に来ており、若者だけではなく、子供から高齢者までのあらゆる世代

の国民には、日本を支える主権者として、情報を収集し、的確に読み解き、

考察し、判断を下せる政治的リテラシー（政治的判断能力）を醸成すること

が重要であり、様々な機会を通じた不断の取組が必要となる。 

〇このような主権者の育成は、小さい頃から意識を醸成していくことが肝要で

ある。…子供から大人に至るまで、学び続ける主権者を育成することが必要

である。その内容も、知識学習や体験学習にとどまらず、「自ら考え、判断す

る学習」の取組を進めていくべきである。 

〇さらに、考える力を醸成しても、世の中の事象に関心を持てる力を養わなけ

れば、社会参加、政治参加も進まない。この点、最も身近な社会といえる地

域の問題に取り組むことにより、自分なりに捉えて、その解決策を考え、実

際に行動していくことで、社会との関わりを実感し、関心を高めていくこと

ができるようになると考えられる。 

上記報告書では、自身の生活や地域等の身近な問題への関与が、最終的には

社会全体への参加、政治参加につながっていくという期待が示されている。 

こうした当事者としての関与に向けた具体的方策として、司法分野では既に

裁判員制度という先例がある。2009 年 5 月の導入当初、この制度は長年にわた

る陪審員制度の歴史を持つ国々と違って日本には馴染まないとの批判もあった

が、今や一般国民が刑事裁判に関与することは見慣れた風景となりつつある。

また、政治に関しては、選挙を補完・代替するくじ引き制の導入が真剣に論じ

られ、地方自治体ではそれに近い取り組みも始まっている43。特定の職業層（プ

ロ）だけでなく、誰もが責任者側になり得る仕組みの導入は、「あの人たち」と

                                                  
43 https://www3.nhk.or.jp/news/html/20221004/k10013840071000.html 
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「私たち」との分断の防止に役立つだろう。 

この点、リビングラボは、行政分野における「最も身近な社会といえる地域

の問題」への取り組みそのものである。施策の中心は、特産品の売り出し、公

立施設の建て直し、高齢者の安全確認、生活の情報化など、身近な行政サービ

スの充実であるが、こうした課題を検討する過程では、利用可能な物的・人的

資源の限界や、少子高齢化や地球環境悪化など各自治体が直面する危機もおの

ずと視野に入ってこよう。リビングラボをきっかけに、地域のみならず国や国

際社会が抱える問題が自分ごととして意識されるようになれば、直接扱ってい

る施策を超えた広がりが生まれる。とりわけ「自分がアイディアを出すことで

より望ましい政策が実現した」という成功体験は、たとえ小さなものであって

も、その後の政府への関わり方に影響を与えないはずがない。統治当事者たる

自覚の醸成に向けた実験室（ガバナンスラボ）としての効果である。 

 

５．ポピュリズム防波堤としての機能 

多くの先進国でみられる代表制民主主義への攻撃の背景には、人々の生活不

安がある。この状況下では、安全願望の実現を阻んでいるわかりやすい「敵」

を指さし、そこへの憎悪を掻き立てるポピュリズム政治がはびこりやすい。 

しかし、民主制国家における国民とは、出資者・受益者・顧客あるいはナッ

ジの客体である以前に、共同決定の主体者である。「あの人たち（政府）」を感

情的に批判するよりも、自分たち自身が何をすべきかを考える方がより良い結

果をもたらすことが、近年、様々な方向から指摘されるようになっている。 

たとえば、ピエール・ロザンヴァロン（仏）は、不満のある市民は単純な悪

玉陰謀説に流れやすいことを指摘しつつ、ただ選挙で票を投じてあとは政治任

せとするのではなく、政治家への日常的監視を続けるとともに、複雑で不快な

真実を伝えられても激高せず耳を傾ける覚悟が必要であることを説く。ノーベ

ル経済学賞受賞者であるジャン・ティロール（仏）も、政府をただ批判する者

には、「自分がその立場ならばどう対応するか」と立ち止まって考えるよう求め、

研究者に対しても、良き社会に貢献する実践を求める。また、サミュエル・ワ

ークマン（米）は、現代官僚の持つ資源は（従来の「情報優位性」に代わる）「情

報への注意力」であるとした上で、その資源の有限性ゆえに、政治家や人々か

ら特定事項への要求が突出すれば、他の本質的業務への対応はそれだけ疎かに

なることを指摘する。 

こうした視点からリビングラボを見ると、少なくとも二つの点で、ポピュリ

ズム政治の台頭に対抗する効果があるのではないかと考えられる。 

一点目は、官僚であれ誰であれ万能知を有する者はおらず、行政にも失敗は

当然あり得るという認識の浸透である。しばしば批判される「行政の無謬性神
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話」は、官僚の保身の産物であるだけでなく、人々の保護願望、行政に対する

過剰な期待・要求の反映でもある。真摯に努力したにもかかわらず目的が達せ

られなかったなら、謝罪に時間を割かせるよりも、リカバリー策の早急な実施

に精力を傾けさせる方が生産的である。自身が決定責任者の一人となる経験は、

これを肌感覚で納得することにつながるだろう。 

二点目は、手段と達成目標とを峻別する認識の共有である。法令改正や組織

新設は、しばしば華々しい「実績」として政治家に利用されるが、これらは一

定のスキルと資源さえあれば公務員ならば必ず実現できる。しかし、本来、問

われるべきは、少子化防止や社会のデジタル化などといった「本来目的」の達

成度合であり、組織や法令を変えたからといって自動的についてくるものでは

ない。費用対効果を考えれば、現行枠内での改善に資源を投入する方が有効な

こともあるため、「枠組み維持＝抵抗勢力」という構図は必ずしも成り立たない。

そうした結果本位の思考方法が共有されることで、無用なパフォーマンスに代

わり、地味であっても最も費用対効果の高い政策が選択されやすくなるだろう。 

他方、今後のリビングラボに、身近な行政サービスの改善にとどまらず、ガ

バナンスラボの役割まで託そうとする場合には、住民や企業の関わり方につい

て、民主主義原理に照らしたいくつかの留意も必要になってくる。 

まず、当事者の選定については、特定の住民だけが参加する状態が続けば、

従来の政府・自治体と同じく、一般の住民を「ナッジされる客体」とみなすこ

とになってしまい、「我々」と「あの人たち」との分断解消にはつながらない。

あくまでも自由な参加を大前提としつつ、より開かれた形に向けて、固定化や

排除を防ぐ配慮が必要となる。また、どのような形であれ参加した者は、正規

の肩書を持つかどうかにかかわらず法令遵守や説明責任を担う立場となること

につき、一層の理解の徹底も求められる。 

さらに、リビングラボの本旨は緩やかなつながりにあり、自由な離脱ができ

る場であるとはいえ、その影響が広がれば広がるほど、「うまくいかなければ、

後の始末は行政で」という姿勢では深刻な問題も生じかねない。強制は避けな

がら、施策の継続性・安定性を確保するための工夫も必要となる。 

 

６．むすび：ポストＮＰＭにおけるリビングラボ 

最後に、冒頭に述べたとおり、こうした共創型のリビングラボがポストＮＰ

Ｍの中でどう位置づけられるかを考察してみたい。 

ＮＰＭの基本が「顧客」としての要求実現であったとすれば、ポストＮＰＭ

の特徴は、住民・国民の主体性にある。リビングラボが、開かれたネットワー

クを重視するＮＰＧの系譜に属することは誰の目にも明らかであろうが、意外

なことに、ＮＷＳとも実は親和性が高い。短期的利得で誘導される官僚や住民
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を想定するＮＰＭとは対照的に、全ての人々の衡平・包摂に向けた官僚制の専

門知を重視するＮＷＳは、行政目標に対する国民の価値観共有と信頼を不可欠

の要素とするからである。資源制約下での取捨選択を自分ごととして実体験し

た人々は、官僚制を「あの人たち」として敵視するのではなく、「自分がその立

場ならもっとうまくできるか」という視点から、民主体制の当事者たる自覚を

持って、建設的な監視と支援を行っていくこともできるだろう。企業の意識が

（日本の場合は多分に制度的圧力からとはいえ）ここ 20 年で急転回したことを

思えば、人々の意識も固定的なものではなく、何かの契機で大きく変わる可能

性は十分ある。 

個々人が選択の重荷を背負うことを前提とする代議制民主主義は、安逸を求

めがちな成熟社会とは相性がよくない。しかし、自らの幸福実現を他者に託し

た社会の苦い教訓は、古代ローマの時代から枚挙にいとまがない。21 世紀に生

きる我々には、たとえ牽強付会、論理の飛躍などと笑われようとも、あらゆる

機会をとらえて、選択とその帰結を担うことのかけがえのない価値を発信し続

ける責務がある。 
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